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釧路市強靱化計画 主な推進事業及び事業指標 

 

１．釧路市強靱化計画における主な推進事業及び事業指標の位置付け 

  釧路市強靱化計画の推進を図るためには、施策プログラムの進捗を把握し、取り組むべ

き事業を着実に実施することが重要です。このため、各施策プログラムの進捗を把握する

ために主な推進事業や事業指標を定め、ＰＤＣＡサイクルによる進捗管理を行うととも

に、社会情勢の大きな変化や考慮すべき自然災害リスクの変化等により、計画内容の見直

しが必要な場合は、随時見直しを行い、漏れの無い強靱化の取り組みを推進していきま

す。 

 

（１）主な推進事業 

  釧路市強靱化計画に掲げる施策プログラムを推進するために、施策項目ごとに主な推

進事業を取りまとめます。 

 

カテゴリー 

起きてはならない最悪の事態（リスクシナリオ） 

 

【施策項目】 

  施策プログラム 

 

 

 

【主な推進事業】 

推進事業のうち、釧路市まちづくり基本構想中期実施計画に登載されてい

る強靱化に資する事業については下線で表しています。 

また、国や北海道、民間と連携した取組についても記載しています。 

 

（２）事業指標 

  施策項目ごとに取りまとめた主な推進事業の達成度や進捗を把握するために、事業指

標をカテゴリーごとに設定し、目標値を定めて進捗管理を行っていきます。 

 

カテゴリー 

【事業指標】 

＜事業指標設定の考え方＞ 

・事業指標   計画策定以前の直近の値（年度） ⇒ 目標値（目標年度） 

 ※ 事業指標及び、その目標値の設定については、市で策定している強靱化に資する関連計画と

整合を図ります。 

 

２．計画期間  

  本計画の推進期間は 2023年度から 2027年度までの５年間とします。 

重点化施策については重点と記載しています。（釧路市強靱化計画Ｐ５１） 
 ・「北海道強靱化計画」における釧路・根室地域の主な施策の展開方向に資する施策 
 ・地域コミュニティの醸成及び地域コミュニティの防災力向上を目的として「域内連 

関」の取り組みを進める施策 
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・ カテゴリー及びリスクシナリオ一覧 （釧路市強靱化計画Ｐ１６－１７） 

カテゴリー【７】 起きてはならない最悪の事態（リスクシナリオ）【２０】 

１．人命の保護 1-1 地震等による建築物等の大規模倒壊や火災に伴う死傷者の発生 

1-2 火山噴火・土砂災害による死傷者の発生 

1-3 大規模津波等による死傷者の発生 

1-4 突発的又は広域かつ長期的な市街地等の浸水 

1-5 暴風雪及び豪雪による交通途絶等に伴う死傷者の発生 

1-6 積雪寒冷を想定した避難体制等の未整備による被害の拡大 

1-7 情報収集・伝達の不備・途絶等による死傷者の拡大 

２．救助・救急活動等の

迅速な実施 
2-1 

被災地での食料・飲料水・電力・燃料等、生命に関わる物資・エネルギー

供給の長期停止 

2-2 消防、警察、自衛隊等の被災等による救助・救急活動の停滞 

2-3 被災地における保健・医療・福祉機能等の麻痺 

３．行政機能の確保 3-1 市内外における行政機能の大幅な低下 

４．ライフラインの確

保 

4-1 長期的又は広範囲なエネルギー供給の停止 

4-2 食料の安定供給の停滞 

4-3 上下水道等の長期間にわたる機能停止 

4-4 市外との基幹交通及び地域交通ネットワークの機能停止 

５．経済活動の機能維

持 
5-1 

長期的又は広範囲なサプライチェーンの寸断や中枢機能の麻痺等による企

業活動等の停滞 

5-2 物流機能等の大幅な低下 

６．二次災害の抑制 6-1 農地、森林、湿原等の被害による国土の荒廃 

７．迅速な復旧･復興等 
7-1 

災害廃棄物の処理や仮設住宅の入居支援等の停滞等による復旧・復興の大

幅な遅れ 

7-2 復旧・復興等を担う人材の絶対的不足や地域コミュニティの崩壊 

 

・ 釧路市強靱化計画基本目標 （釧路市強靱化計画Ｐ１３） 

釧路市強靱化計画の基本目標 

・ 大規模自然災害から市民の生命・財産及び社会経済機能を守る 

・ ひがし北海道の拠点都市としての強みを生かし、国・北海道の強靱化に貢献 

・ 人と人とがつながる、災害に強い地域社会・地域経済の実現 
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３．推進事業及び事業指標 

 

１．人命の保護 

【1-1】地震等による建築物等の大規模倒壊や火災に伴う死傷者の発生 

 

【1-1-1】住宅・建築物等の耐震化 重 点 

 ① 地震による住宅や建築物の倒壊は、被災後の避難を妨げるだけではなく、地震火災の発生にも

つながることから、「釧路市耐震改修促進計画」の目標（住宅：耐震化率９５％、多数利用建築

物：耐震性が不足する建築物を概ね解消）の達成に向けて、住宅・建築物の耐震化を促進する

とともに、多数の人が利用する建築物のうち市有施設については、耐震改修促進法に基づく対

象施設の耐震化に向けた事業を推進する。 

② 耐震診断が義務付けられたホテルや旅館、商業施設等の民間の大規模建築物に対しては、国の

支援制度の周知など耐震化の促進を図る。 

【主な推進事業】 

春日・治水児童館統合・耐震化整備事業 

大楽毛児童センター耐震化整備事業 

総合防災対策事業 

民間建築物耐震対策緊急促進支援事業補助金 

住宅・建築物耐震改修等事業 
 

【1-1-2】建築物等の老朽化対策 重 点 

① 適切な維持管理を実施するため、老朽化した公共建築物等については、「釧路市公共施設等総

合管理計画」及び個別施設計画に基づき、計画的な施設の更新・修繕・廃止を進める。 

② 管理が不十分な老朽空家等については、「釧路市空家等対策計画」に基づき、老朽化の防止方

法の周知、自発的な改善について意識の醸成や理解増進に努めるとともに、所有者による解体

の促進を図る。 

【主な推進事業】 

都市公園整備事業 

公営住宅建設事業 

市道整備事業 

小学校施設整備事業 

中学校施設整備事業 

新給食センター整備事業 

大楽毛地区義務教育学校整備事業 

音別地区義務教育学校整備事業 

桜ケ岡地区義務教育学校整備事業 

空家等対策事業 

西消防署大楽毛支署第 12 分団庁舎建設事業 

湿原展望台施設整備 

漁港等管理事業 
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【1-1-3】避難場所等の指定・整備 重 点 

① 地震の発生に伴う火災や津波の襲来などの二次災害から安全な場所へ避難を行うために、避

難場所・避難施設の周知を進めるとともに、新たな施設を避難施設等に指定し、地域住民及び

道路利用者に対する避難場所として活用するなど適切な見直しを進める。また、災害時の避難

場所として活用する建築物、公園等の整備を計画的に推進する。 

② 災害時の速やかな避難所設置・円滑な運営に向けて、地域防災の専門家である防災士等と連携

を図り、避難所に必要な設備の整備を進めるとともに、避難所運営マニュアルの整備や避難訓

練の実施などにより、「自助」「共助」の取組が最大限発揮できるよう普及啓発に努める。 

③ 避難所生活に特別の配慮を要する高齢者、障がい者及びこれらに準ずる方のために、市有施設

を福祉避難所に指定するとともに、社会福祉施設等の協力を得て、二次的な福祉避難所の確保

に努める。 

④ 立地適正化計画の都市機能誘導区域及び居住誘導区域は、災害リスク、警戒避難体制や防災・

減災のための施設の整備状況等を総合的に勘案して設定しており、今後、自然災害の危険区域

等の追加指定や地域防災計画等の修正等が行われた場合は、必要に応じて計画の見直しに努め

る。 

【主な推進事業】 

災害対策事業 

立地適正化計画推進事業 

【国や北海道、民間と連携した取組】 

福祉避難所の開設に係る協定の締結 

道の駅の避難場所指定に向けての協議 
 

【1-1-4】緊急輸送道路等の整備 

 ① 災害時の物資供給、救急救援活動等を迅速に行うために緊急輸送道路等の整備を進め、当該道

路上の橋梁については「釧路市橋梁長寿命化修繕計画」等に基づき計画的な修繕を推進する。

また、道路の無電柱化について関係機関と検討を行う。 

【主な推進事業】 

市道整備事業 

港湾施設改修事業 
 

【1-1-5】地盤等の情報共有 

 ① 大規模地震による盛土造成地の滑動崩落等の宅地被害を防ぐため、大規模盛土造成地マップ等

を活用し、地盤調査等の宅地の安全性把握のための取組を推進する。 

【主な推進事業】 

宅地耐震化推進事業 
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１．人命の保護 

【1-2】火山噴火・土砂災害による死傷者の発生 

 

【1-2-1】警戒避難体制の整備 重 点 

① 「雌阿寒岳火山防災ガイドブック」による市民周知や、雌阿寒岳火山防災協議会を中心とした

近隣市町村等連携による避難体制の充実を推進する。 

② 土砂災害による被害の発生に備え、北海道など関係機関と連携した急傾斜地等の対策を進め

る。 

③ 土砂災害警戒区域等の住民に対し、「土砂災害ハザードマップ」や「土砂災害情報の個別配信

システム」による周知を行うなど、災害時に適切に避難できる体制の整備を進める。 

【主な推進事業】 

急傾斜地等崩壊対策事業 

がけ地近接等危険住宅移転事業 

災害対策事業 

【国や北海道、民間と連携した取組】 

雌阿寒岳火山防災協議会との連携 
 

【1-2-2】砂防設備等の整備 

① 北海道による砂防施設等の効果的な整備のために、土砂災害のおそれがある箇所について情

報提供を行うなど連携を図る。 

【国や北海道、民間と連携した取組】 

土砂災害のおそれがある箇所の情報共有 
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１．人命の保護 

【1-3】大規模津波等による死傷者の発生 

 

【1-3-1】津波避難体制の整備 重 点 

① 国や北海道による新たな津波浸水想定の設定がなされた場合には、釧路市津波避難計画やハ

ザードマップの見直しを進め、速やかに市民へ周知を行う。また、在住外国人に対して多言語

版津波ハザードマップの活用を図る。 

② 津波到達時間までに避難先に到達できない避難困難地域について、地域の実情に応じた避難

方法の検討を進め、解消に向けた取り組みを進めるとともに、津波避難施設については、民間

建物の活用や、市有施設建設時に津波緊急避難施設の機能を併せ持たせるなど、平時の有効活

用の視点を持った整備を促進する。 

③「釧路市津波避難計画」等に基づき、避難場所の周知や津波避難施設の見直しに伴う海抜表示

シートの設置等について計画的に進めるとともに、津波避難を円滑かつ確実に実施するため、

津波避難路の整備を推進し、津波避難路上の橋梁の計画的な修繕に取り組む。 

④ 町内会活動との連携を強め、避難行動要支援者等の避難支援計画の作成、災害時の避難施設へ

の誘導、平常時の見回り等、共助による地域防災体制の整備を進める。 

【主な推進事業】 

災害対策事業 

津波一時避難場所整備事業 

大楽毛津波避難複合施設整備事業 

西消防署大楽毛支署第 12 分団庁舎建設事業 

地域福祉推進事業 

市道整備事業 
 

【1-3-2】海岸保全施設等の整備 

① 海岸保全施設や津波漂流物対策施設等の整備について国や北海道に要望を行う。 

【国や北海道、民間と連携した取組】 

津波漂流物対策施設 

海岸保全区域の段丘復元等、海岸保全について要望 
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１．人命の保護 

【1-4】突発的又は広域的かつ長期的な市街地等の浸水 

 

【1-4-1】洪水・内水ハザードマップの作成 

①「新釧路川洪水ハザードマップ」や「内水ハザードマップ」の市民周知を進めるとともに、在

住外国人に対して多言語化ハザードマップの活用を図る。 

② 想定最大規模降雨に対する雨水出水浸水想定区域を指定し、内水ハザードマップの見直しを

行う。 

【主な推進事業】 

 災害対策事業 
 

【1-4-2】河川改修等の治水対策 

① 内水による冠水や浸水被害を未然に防ぐために雨水管の整備を着実に進めていくとともに、

河川の治水対策について、市管理河川の改修や浚渫及び国や北海道など関係機関と連携した河

川改修を計画的に行う。 

【主な推進事業】 

低地帯浸水対策事業 

管渠の整備 

河川維持管理事業 

河川機能保全対策事業 

 

１．人命の保護 

【1-5】暴風雪及び豪雪による交通途絶に伴う死傷者の発生 

 

【1-5-1】暴風雪時における道路管理体制の強化 

① 道路パトロールの適切な実施により道路交通状況や降雪状況の確認を行い、効果的な道路管

理体制の整備を進めるとともに、市民に対してホームページや SNS 等による効果的な除雪状況

の情報提供に取り組む。 

【主な推進事業】 

冬期路面対策事業 
 

【1-5-2】除雪体制の確保 

① 安定した除雪体制を構築するため、除雪車両の計画的修繕や老朽化した除雪機械の更新を適

切に行うとともに、除雪事業者の確保に取り組む。 

【主な推進事業】 

冬期路面対策事業 
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１．人命の保護 

【1-6】積雪寒冷を想定した避難体制の未整備による被害の拡大 

 

【1-6-1】冬季も含めた帰宅困難者対策 

① 大規模自然災害時、公共交通機関の運行停止時における帰宅困難者の一時受け入れ態勢の整

備や、避難場所への周知・誘導などの避難対策の検討を行う。 

【国や北海道、民間と連携した取組】 

道の駅の避難場所指定に向けての協議 
 

【1-6-2】積雪寒冷を想定した避難所等の対策 

① 避難施設における冬季防寒対策の充実のために毛布、ストーブ等の資機材の確保に努める。 

【主な推進事業】 

災害対策事業 

 

１．人命の保護 

【1-7】情報収集・伝達の不備・途絶等による死傷者の拡大 

 

【1-7-1】関係機関の情報共有化 

① 災害現場や関係機関との迅速かつ的確な情報の収集、伝達を行うために、防災行政無線、衛星

携帯電話等の計画的な更新を行う。 

② 国の緊急情報ネットワークシステム等による災害情報の情報共有を着実に進めていくため

に、監視機器の増設等計画的な整備を行う。 

【主な推進事業】 

災害対策事業 

防災行政無線更新事業 

通信施設等維持事業 

高機能消防指令施設整備事業 
 

【1-7-2】住民等への情報伝達体制の強化 重 点 

① 地域コミュニティによる防災活動を推進し、地域のつながりを強めることで災害に強い地域

社会を実現するために、町内会への加入促進等の町内会活性化に向けた取り組みや、学校と地

域との連携等の地域ぐるみで進める防災・減災への取り組みに対する積極的な支援を行う。 

② 大規模自然災害時に安全な避難行動をとれるよう、災害情報の伝達方法の多様化を進め、効果

的な情報伝達手段の確保に取り組む。 

【主な推進事業】 

災害対策 

国際交流推進事業 

防災教育推進事業 

住民運動推進事業 

広報広聴活動 
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【1-7-3】観光客に対する情報伝達体制の強化 

① 観光客の安全を確保し適切に保護するため、迅速かつ正確な情報提供や避難誘導など、災害か

ら観光客を守る受入体制の整備を行う。 

② 観光案内所や道の駅における地域観光情報の提供など、平時の情報発信機能の充実を図るこ

とは、災害時に観光客から求められる災害情報の適切な発信にもつながることから、情報発信

機能強化に向けて国などの関係機関と連携して取り組む。 

【主な推進事業】 

観光情報発信提供事業 

広報広聴活動 

通信施設等維持事業 

【国や北海道、民間と連携した取組】 

道の駅における観光情報の提供や災害情報の発信 
 

【1-7-4】子ども、高齢者等の要配慮者対策 重 点 

① 災害が発生した場合に自ら避難することが困難な避難行動要支援者に対し、迅速で円滑な支

援が可能となるよう、支援体制の構築、対象者情報の収集、名簿の作成・活用等の対策を推進

する。 

② 災害時に市内の保育所や福祉施設等の関係機関と連携し、情報共有や必要な支援の調整を迅

速に行う。 

【主な推進事業】 

地域福祉推進事業 

【国や北海道、民間と連携した取組】 

災害時の情報ネットワークによる連携 
 

【1-7-5】地域防災活動、防災教育の推進 重 点 

① 地域住民の地震や津波に対する防災意識の向上を図るため、町内会や民間企業等に対して、釧

路市民防災センターの利用や、避難所運営及び防災に関する出前講座等の活用を促すことで、

自助、共助に係る防災活動の更なる啓発を図る。 

② 地域防災の中核である消防団の活動体制を強化するため、消防団員の確保に取り組むととも

に、災害時情報共有体制の向上及び大規模自然災害を想定した教育訓練の更なる充実を行う。 

③ 学校による定期的な避難訓練の実施のほか、防災教育啓発資料の配付や体験型の防災教育な

どを通じ、学校関係者及び児童生徒の防災意識の向上に向けた取り組みを進める。 

【主な推進事業】 

防災教育推進事業 

団員活動 

市民防災活動 

防災センター管理運営事業 

【国や北海道、民間と連携した取組】 

地域防災活動の啓発 
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１．人命の保護 

【事業指標】 

＜地震による建物倒壊を防ぎ人命を保護するための指標＞ 

・住宅の耐震化率 86％（2020）⇒ 95％（2025） 

・多数の者が利用する建築物の耐震化率 87.5％（2020）⇒ 概ね解消（2025） 

＜緊急輸送および津波避難路の整備に係る指標＞ 

・市が管理している橋梁の点検 100％（2021）⇒ 100％を維持(2027) 

＜市街地等の浸水を防ぐための指標＞ 

・雨水面積整備率 61.7％（2021）⇒ 62.1％（2026） 

＜防災教育推進のための指標＞ 

・地震～津波発生に特化した防災意識を高める授業を実施する小学校の割合 

    84.6％（2021）⇒ 100％（2027） 

・地震～津波発生に特化した防災意識を高める授業を実施する中学校の割合 

    93.3％（2021）⇒ 100％（2027） 
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２．救助・救急活動等の迅速な実施 

【2-1】被災地での食料・飲料水・電力・燃料等、生命に関わる物資・エネルギー

供給の長期停止 

 

【2-1-1】物資供給等に係る連携体制の整備 

① 物資供給をはじめ医療、救助・救援など災害時の応急対策を迅速かつ円滑に行うため、北海道

及び道内市町村、民間企業･団体等との間で連携や連絡体制の整備に努める。 

② 道内自治体からの応援が受けられない広範囲で甚大な被害を受けた場合を想定し、同時被災

のリスクが少ない道外自治体との間で災害時の連携を図る。 

【国や北海道、民間と連携した取組】 

各種災害協定の締結 
 

【2-1-2】非常用物資の備蓄促進 

① 食料、飲料水、最低限の生活物資及び医薬品等の家庭内備蓄や事業所内備蓄の啓発活動に取り

組むとともに、市内各所や津波避難施設に備蓄資機材を確保するため計画的な整備を行う。 

【主な推進事業】 

災害対策事業 

避難所環境整備事業 

 

 

２．救助・救急活動等の迅速な実施 

【2-2】消防、警察、自衛隊等の被災等による救助・救急活動の停滞 

 

【2-2-1】防災訓練等による救助・救急体制の強化 

① 釧路市防災総合訓練により、消防、警察、自衛隊など関係機関相互の連携体制の強化を図り、

災害対応の実効性を高める。 

② 緊急消防援助隊合同訓練に参加し、参集体制の確立及び総合的な災害対応能力の向上・強化を

図る。 

③ 消防職員の災害対応力向上のために、教育機関の入校や各種資格取得、さらに「人材育成研修

プラン」に基づいた各種研修の実施により、計画的な人材育成を進める。 

【主な推進事業】 

災害対策事業 

警防活動 

救急活動 

消防訓練活動 
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【2-2-2】自衛隊体制の維持・拡充 

① 大規模自然災害において、救助・救援活動の中心として大きな役割が期待される自衛隊につい

て、道内各地に配備されている部隊、装備、人員の維持・拡充に向け、北海道や他市町村など

と連携した取り組みを推進する。 

【主な推進事業】 

自衛官募集事務 
 

【2-2-3】救急活動等に要する情報基盤、資機材の整備 

① 消防署・分署・支署及び消防団の救助資機材等の増強、老朽化した車両や消火栓の更新など、

計画的な整備を進めるとともに、釧路市救助協力会等との協力体制の充実を図る。 

② 消防救急デジタル無線及び高機能消防指令施設の計画的な更新を行う。 

③ 大規模自然災害時に傷病者に対して適切な処置が実施できるよう、市民に対する応急手当の

普及啓発を実施する。 

【主な推進事業】 

配水管整備事業 

団員活動 

警防活動 

消防車両購入 

救急活動 

高機能消防指令施設整備 

水利施設維持事業 
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２．救助・救急活動等の迅速な実施 

【2-3】被災地における保健・医療・福祉機能等の麻痺 

 

【2-3-1】被災時の医療支援体制の強化 

① 被災時に状況に応じた適切な医療救護活動を実施するため、医師会、歯科医師会、薬剤師会等

と災害時医療に係る支援体制の構築を図る。 

② 市立釧路総合病院の病院施設及び医療機械の整備や、医師をはじめとした医療従事者の確保

並びに災害医療研修の充実に努める。 

【主な推進事業】 

休日夜間急病センター運営事業 

病院機能強化推進事業 
 

【2-3-2】災害時における福祉的支援 重 点 

① 支援組織である町内会等との連携を図り、避難行動要支援者の避難支援計画の作成、災害時の

避難施設への誘導、平常時の見回り等、共助による地域防災体制の整備を進める。 

【主な推進事業】 

地域福祉推進事業 
 

【2-3-3】感染症への対策 

① 大規模自然災害発生時における感染症の蔓延等を防止するため、平時からの感染症対策とし

て定期的な予防接種を実施する。 

② 避難場所等の衛生体制確保を図るために、感染症対策に必要なマスクや消毒液、災害用トイレ

（簡易トイレなど）や段ボールパーティションなどの備蓄に努める。 

【主な推進事業】 

 災害対策事業 

予防接種事業 

感染症対策事業 

 

 

２．救助・救急活動等の迅速な実施 

【事業指標】 

＜救助救急活動体制強化に係る指標＞ 

・各種防災訓練参加者数 286人（2021）⇒ 1,500人（2028） 
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３．行政機能の確保 

【3-1】市内外における行政機能の大幅な低下 

 

【3-1-1】行政の業務継続体制の整備 

① 災害時の行政機能を止めずに維持をするため、市庁舎等の行政施設の整備や生活用水等の確

保を行うとともに、職員の災害対応力の向上のために業務継続計画における行動手順書の点検

や検証を進めるとともに、訓練などを通じ災害対策本部機能の強化を行う。 

②「釧路市 ICT 部門の業務継続計画」に基づき、外部システム事業者との協力体制の充実を図る

とともに、行政バックアップデータの保管体制を定期的に再確認する。 

【主な推進事業】 

災害対策事業 

行政情報システム整備 
 

【3-1-2】広域応援・受援体制の整備 重 点 

① 大規模自然災害時の災害応急体制の確保を図るために、自治体間相互の応援協定を締結して

いることから、その効果的な運用を行うための受援体制の構築に向け検討を進める。 

【主な推進事業】 

警防活動 
 

【3-1-3】北海道のバックアップ機能の発揮 

① 首都圏等との同時被災の可能性が少ない地域特性や優位性を十分に生かすために、「北海道バ

ックアップ拠点構想」に示される釧路・根室地域の拠点形成の基本方向である、物流拠点釧路

港を活用した農水産物や加工食品などの安定的な生産・貯蔵・供給体制の強化、バイオマス・

太陽光や石炭など地域に賦存するエネルギーの導入拡大、国内唯一の坑内掘炭鉱の採炭・保安

技術の継承や海外移転に向けた事業を推進する。 

【主な推進事業】 

ｅｃｏライフ促進支援事業 

産炭地振興事業 

炭鉱技術研修支援事業 

農業系バイオマス利用推進事業 

 

 

３．市内外における行政機能の確保 

【事業指標】 

＜行政の業務継続体制向上に係る指標＞ 

・釧路市役所ＢＣＰの定期点検  1回（2021）⇒ 年 1回以上（2027） 

・行政バックアップデータの保管体制の定期的確認 

     1回（2021）⇒ 年 1回以上（2027） 

 

 

  



15 

 

４．ライフラインの確保 

【4-1】長期的又は広範囲なエネルギー供給の停止 

 

【4-1-1】再生可能エネルギーの導入拡大 

① 地域の特性を生かし、太陽光発電などの再生可能エネルギーの導入拡大を国や北海道などの

関係機関と連携を図りながら推進する。 

【主な推進事業】 

ｅｃｏライフ促進支援事業 

【国や北海道、民間と連携した取組】 

  地球温暖化対策に資する再生可能エネルギーの普及啓発等 
 

【4-1-2】電力基盤等の整備 

① 関係機関と連携し、平時における電力基盤の安定供給を確保に取り組むとともに、再生可能エ

ネルギーや省エネルギー設備の導入促進を図り、省エネ対策やピークカットの取り組みを推進

する。 

【主な推進事業】 

ｅｃｏライフ促進支援事業 

省エネ法施行事務 

【国や北海道、民間と連携した取組】 

地球温暖化対策に資する再生可能エネルギー・省エネルギーの普及啓発等 
 

【4-1-3】地域の特性を生かしたエネルギー資源の活用 重 点 

① 石炭産業の安定・存続のため、国内唯一の坑内掘炭鉱の採炭・保安技術の継承や海外移転に向

けて取り組むとともに、クリーンコール技術等の開発、地域の石炭を燃料とする火力発電所の

安定稼働などエネルギー資源の地産地消の取り組みを進める。 

【主な推進事業】 

産炭地振興事業 

炭鉱技術研修支援事業 
 

【4-1-4】石油燃料等供給の確保、石油コンビナート等の防災対策 

① 大規模自然災害時における石油燃料等の安定確保のために、北海道や民間団体など関係機関

による防災対策に対する協力体制を構築する。 

【主な推進事業】 

  火災予防促進事業 

【国や北海道、民間と連携した取組】 

石油コンビナート等総合防災訓練への協力 
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４．ライフラインの確保 

【4-2】食料の安定供給の停滞 

 

【4-2-1】食料生産基盤の整備 

① 農業・水産業の高齢化や後継者不足を解消するために、次世代の担い手育成や確保に対する支

援を行うとともに周辺施設の整備を進める。 

② 農業・水産業における生産者の経営安定化を図るために、生産量増加とともに災害に強い生産

基盤整備について支援を進める。 

【主な推進事業】 

国営緊急農地再編整備事業 

農村地域人材育成推進事業 

増養殖漁業推進事業 

ふ化事業 

沖合資源増大実験事業 

水産物供給基盤機能保全事業 

水産生産基盤整備事業 

農山漁村地域整備交付金事業 

コンブ漁場整備事業 

雑海藻駆除事業 

漁業後継者就職支援事業 

農業担い手確保対策事業 

漁業後継者育成事業 
 

【4-2-2】地場産品の販路拡大 

① 大規模自然災害時において食料の供給を安定的に行うためには、平時においても販路の開拓・

拡大等により、生産量を確保していくことが重要であることから、地産地消の推進や高付加価

値化及び販路開拓に対する支援を進める。 

【主な推進事業】 

地場産品普及促進事業 

水産加工業活性化支援事業 

くしろプライド釧魚事業 

漁業被害支援事業 

水産加工振興センター運営事業 

水産加工リーディングビューロー形成促進事業 
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【4-2-3】農水産物の産地備蓄の推進 

① 農水産物等の産地備蓄の推進のために、北海道や民間団体など関係機関との協力体制の構築

を図る。 

【国や北海道、民間と連携した取組】 

釧路食料基地構想協議会への協力 
 

【【4-2-4】生鮮食料品の流通体制の確保 

① 災害時における生鮮食料品の安定供給を確保するために、道内卸売市場及び業者間の相互応

援体制の継続を図る。 

【国や北海道、民間と連携した取組】 

外来船の誘致活動 

釧路市農業農村経営生産推進会議への協力 

 

 

 

 

４．ライフラインの確保 

【4-3】上下水道等の長期間にわたる機能停止 

 

【4-3-1】水道施設等の防災対策 

① 大規模自然災害時の給水機能の確保のために、応急給水・応急復旧に係る体制の構築を図ると

ともに、業務継続計画（BCP）の整備による危機管理体制の強化を図る。 

② 老朽化した浄水場や配水池、水道管路の更新又は耐震補強により水道施設の耐震化を進め、水

道施設の安全性の向上を図る。併せて、工業用水の安定供給を維持するため、工業用水道施設

の更新や耐震化を計画的に進める。 

【主な推進事業】 

第３回拡張事業 

配水管整備事業 

簡易水道整備事業 

浄水場施設整備事業 

工業用水道施設更新事業 
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【4-3-2】下水道施設等の防災対策 

① 災害時に下水道機能の早期回復を目的とした業務継続計画（BCP）の整備により災害時の危機

管理体制を強化する。 

② 災害時においても重要拠点施設の排水機能を確保するとともに、重要道路の交通機能を確保

するため、施設の重要度に応じ耐震化を進める。 

③ 下水道施設の老朽化による事故の発生や機能停止等を未然防止するために点検・調査を行い、

施設の重要度や優先度の高いものから計画的に老朽化対策を進める。 

④ 下水道事業計画区域外において生活排水等が公共用水域に流出することを防止するために、

くみ取り・単独処理浄化槽から合併処理浄化槽への設置換えを推進する。 

【主な推進事業】 

合併処理浄化槽補助金 

管渠の整備 

処理場、ポンプ場の整備 

下水道施設耐震化 

 

 

 

 

４．ライフラインの確保 

【4-4】市外との基幹交通及び地域交通ネットワークの機能停止 

 

【4-4-1】交通ネットワークの整備 重 点 

① 大規模自然災害時の物資供給、救難救急活動を迅速に進めるために、高規格道路の未整備区間

の早期完成を関係機関に働きかけていくとともに、高規格道路を軸とした交通ネットワークを

強化するため都市計画道路の整備を進め、骨格道路網を形成する。 

② 大規模自然災害時における被災者の交通手段の確保のために、平時より利用者ニーズを把握

した適切な公共交通体系の構築に取り組む。 

【主な推進事業】 

公共交通活性化事業 

釧路駅周辺整備推進事業 

市道整備事業 
 

【4-4-2】道路施設の防災対策等 重 点 

① 橋梁、トンネル、道路付属物等の定期的な点検及び修繕を実施し、各施設の健全性を確認す

る。 

② 地下埋設物の適切な維持管理を進めることで路面陥没の防止に取り組むとともに、舗装路面

の下に発生する空洞対策についての検討を進める。 

【主な推進事業】 

市道整備事業 

道路ストック点検 

管渠の整備 
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【4-4-3】港湾の機能強化 重 点 

① 釧路港は、大規模自然災害時における緊急物資や人員などの輸送拠点として重要な役割を担

うことから、港湾の耐震化、老朽化対策等の機能低下を防ぐ対策について関係機関と連携して

取り組む。 

②「釧路港港湾 BCP」による業務継続体制の実効性を高めるために、計画内容の点検や訓練によ

り問題点を抽出し、必要に応じた見直しを図る。 

【主な推進事業】 

港湾施設整備事業 

港湾施設改修事業 

港湾計画推進事業 

国直轄港湾工事負担金 
 

【4-4-4】空港の機能強化 重 点 

① 大規模自然災害時の人員・物資などの輸送拠点としての活用や防災機能の強化を含めた空港

機能の向上について、関係機関と連携して取り組む。 

② 航空輸送網の拠点である釧路空港における、国際・国内・道内の各航空路線の維持拡充を図

る。 

【主な推進事業】 

空港拡張整備促進事業 

ひがし北海道空港連携誘致事業 

釧路空港国際化推進事業 

国直轄空港工事負担金 
 

【4-4-5】鉄道の機能維持・強化 

① 平時の暮らしや地域の産業・経済の物流が支える鉄道網の維持確保のために北海道など関係

機関と連携して取り組む。 

【主な推進事業】 

公共交通活性化事業 

 

 

４．ライフラインの確保 

【事業指標】 

＜水道施設の防災対策に係る指標＞ 

・水道管路の耐震化率 10.1％（2021）⇒ 11.4％（2026） 

・基幹管路の更新率 0％（2021）⇒ 39.6％（2026） 

＜下水道施設の防災対策に係る指標＞ 

・主要な設備機器の整備率（処理場・ポンプ場） 39.7％（2021）⇒ 56.2％（2026） 

＜地下埋設物の適切な維持管理を進めるための指標＞ 

・下水道老朽管路調査延長 80Km（2021）⇒ 239Km（2026） 

・下水道管路の更新済延長 5.7Km（2021）⇒ 13.2Km（2026） 

＜交通ネットワーク確保のための指標＞ 

・市が管理している橋梁の点検 100％（2021）⇒ 100％を維持(2026) ＜再掲＞ 
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５．経済活動の機能維持 

【5-1】長期的又は広範囲なサプライチェーンの寸断や中枢機能の麻痺等による

企業活動の停滞 
 

【5-1-1】リスク分散を重視した企業立地等の促進 

① 冷涼な気候や首都圏等との同時被災の可能性が少ないといった地理的優位性を生かし、テレ

ワークやサテライトオフィスなどの新たな形態を含めた企業誘致に取り組む。 

【主な推進事業】 

企業誘致促進事業 
 

【5-1-2】企業の業務継続体制の強化 

① 民間企業の業務継続計画（BCP）策定数の増加に向けて、経済団体と連携し普及啓発活動を進

める。 

【主な推進事業】 

商工団体補助金等 

【国や北海道、民間と連携した取組】 

  経済団体と連携した事業継続力強化支援事業の実施 
 

【5-1-3】被災企業等への金融支援 

① 大規模自然災害に伴う経済環境の急変等により影響を受けた企業の早期復旧及び経営の安定

化を図るため、被災企業に対する金融支援等のセーフティネットを確保する。 

【主な推進事業】 

中小企業等振興資金貸付対策事業 
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５．経済活動の機能維持 

【5-2】物流機能等の大幅な低下 

 

【5-2-1】海路における物流拠点の機能強化 

① ひがし北海道の物流の拠点として国際バルク戦略港湾（穀物）の施設整備を進めるとともに国

内外に対する定期航路等の拡充を目指すなど物流機能の強化に取り組む。 

【主な推進事業】 

国直轄港湾工事負担金 

港湾計画推進事業 

港湾開発整備促進事業 
 

【5-2-2】陸路における物流拠点の機能強化 

① 陸路における物流拠点の耐震化などの災害対策を促進するとともに、災害時においても円滑

な物資輸送を図る体制を構築するなど機能の強化を進める。 

 

 

 

５．経済活動の機能維持 

【事業指標】 

＜物流機能向上のための指標＞ 

・釧路港取扱貨物量 13,985千ｔ（2021）⇒ 16,600千ｔ（2025） 

・事業継続力強化支援計画に基づく事業継続力強化計画の策定数 

     0件（2021）⇒ 170件（2022-2026 累計） 
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６．二次災害の抑制 

【6-1】農地、森林、湿原等の被害による国土の荒廃 

 

【6-1-1】森林、湿原の保全管理 

① 林業の担い手の確保や育成を支援するとともに、造林・間伐等の森林整備を効果的に実施する

ことにより、災害時における土石・土砂の流出や表層崩壊など山地災害の防止が図る取り組み

を進める。 

② 釧路湿原の再生や保全の取り組みは、国や北海道、民間団体など関係機関の連携により実施さ

れていることから、釧路湿原の持つ遊水機能や水質浄化機能による災害予防及び生活環境の保

全ついて、関係機関ととともに啓発・周知を進める。 

【主な推進事業】 

国際湿地協力活動 

釧路湿原国立公園業務事業 

市有林管理事業 

市有林収穫事業 

林道管理事業 
 

【6-1-2】農地・農業水利施設等の保全管理 

① 農地等の保全のため、農業用排水路等の計画的な整備を図る。 

② 農業用水道の安定的な水の供給のために、老朽化対策及び計画的な設備の更新を図る。 

【主な推進事業】 

農業用水道管理事業 

農業用簡易水道事業 

農業用排水路整備事業 

 

 

６．二次災害の抑制 

【事業指標】 

＜森林整備により森林の荒廃を防止するための指標＞ 

・森林経営計画書に基づく間伐面積 

  435.02ha（2018-2021累計）⇒ 453.73ha（2023-2027累計） 

・森林経営計画書に基づく造林面積 

  129.33ha（2018-2021累計）⇒ 146.50ha（2023-2027累計） 
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７．迅速な復旧・復興等 

【7-1】災害廃棄物の処理や仮設住宅の入居支援等の停滞等による復旧・復興の大

幅な遅れ 
 

【7-1-1】災害廃棄物の処理体制の整備 

① 大規模自然災害時の迅速な災害廃棄物処理のために、平時における体制の整備を図る。 

② 平時における処分場等の廃棄物処理施設の計画的な整備の推進により、大規模自然災害発生

時の円滑な廃棄物処理体制の構築を図る。 

【主な推進事業】 

新ごみ最終処分場整備事業 

ごみ最終処分場維持管理事業 
 

【7-1-2】地籍調査の実施 

① 災害発生後の迅速な復旧・復興を図るため、人口集中地区における官民境界の地籍調査や地図

整備等について国や北海道と連携を図る。 

【主な推進事業】 

地籍調査事業 

 

７．迅速な復旧・復興等 

【7-2】復旧・復興等を担う人材の絶対的不足や地域コミュニティの崩壊 
 

【7-2-1】災害対応に不可欠な建設業との連携 

① 社会インフラを適切に維持し、大規模自然災害時の復旧・復興を迅速に進めていくために、建

設会社の技術力向上の支援に取り組む。 

② 災害時の復旧・復興及び市有施設の老朽化対策などを着実に進めていくために、建設業を含め

た担い手確保対策に取り組む。 

【主な推進事業】 

人材確保・定着促進事業 

キャリア教育推進事業 

地域通年雇用促進支援事業 

地域職業訓練センター運営補助金 

事業内訓練所運営協力事業 

【国や北海道、民間と連携した取組】 

建設関係団体と連携したインフラ保全技術向上の取組 
 

【7-2-2】行政職員の活用促進 

①「釧路市地域防災計画」及び「災害時における北海道及び市町村相互の応援に関する協定」に

基づき、災害時の北海道及び道内市町村の職員派遣による相互応援体制を確保する。 

【国や北海道、民間と連携した取組】 

  北海道及び道東 6 市や管内市町村等の連携による枠組みの維持 
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７．迅速な復旧・復興等 

【事業指標】 

＜平時の円滑な廃棄物処理体制構築のための指標＞ 

・最終処分場の埋立量 9,617ｔ（2020）⇒ 9,605ｔ（2030） 
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４．釧路市の推進事業一覧 

【2025（令和 7）年 3月時点】 

リスク 

シナリオ 

事業名 実施 

主体 

期間 総事業費 

（千円） 

箇所 数量 

1-1 春日・治水児童館統合・耐震

化整備事業 

市 2025～2027 243,351 新川公園内  

1-1 大楽毛児童センター耐震化

整備事業 

市 2023～2028 414,574 大楽毛中学校  

1-1 総合防災対策事業 市 2022～2027 2,616   

1-1 民間建築物耐震対策緊急促

進支援事業補助金 

民間 2022～2027 8,750 市内特定建築物 2 か所 

1-1 住宅・建築物耐震改修事業 市 2022～2027 9,900 民家対象  

1-1 地域密着型サービス拠点等

整備費補助 

市 随時 未定   

1-1 都市公園整備事業 市 2021～2027 未定 市内既存公園  

1-1 公営住宅建設事業 市 2024～2029 6,931,371 市内市営住宅  

1-1 市道整備事業 市 2025 108,000 新川北 1 線 1 ほか  

1-1 市道整備事業 市 2023～2026 175,000 市内管理橋梁  

1-1 市道整備事業 市 2017～2031 1,421,579 新釧路川左岸通 2  

1-1 小学校施設整備事業 市 2023～2036 6,642,885 市内小学校  

1-1 中学校施設整備事業 市 2023～2035 10,736,907 市内中学校  

1-1 新給食センター整備事業 市 2021～2025 4,689,809   

1-1 大楽毛地区義務教育学校整

備事業 

市 2023～2027 1,999,719 大楽毛地区  

1-1 音別地区義務教育学校整備

事業 

市 2023～2027 2,244,596 音別地区  

1-1 桜ケ岡地区義務教育学校整

備事業 

市 2025～2028 1,491,546 桜ヶ岡地区  

1-1 阿寒地区義務教育学校整備

事業 

市 2026～2029 1,994,875 阿寒地区  

1-1 美原地区義務教育学校整備

事業 

市 2027～2029 1,802,250 美原地区  

1-1 学校施設保安維持事業 市 2024～2025 58,355 市内小学校  

1-1 湿原展望台施設整備事業 市 2024～ 1,547,737 湿原展望台  

1-1 漁港等管理費 市 2024～ 7,546   

1-1 西消防署大楽毛支署第 12 分

団庁舎建設事業 

市 2025～2027 2,115,218 大楽毛地区  

1-1 空家等対策事業 市 2022～2027 274,074   

1-1 立地適正化計画推進事業 市 2019～2028 50,000 都市機能誘導区域内  

1-1 港湾施設改修事業 市 2021～2029 351,459 釧路港  

1-1 宅地耐震化推進事業 市 2023～ 未定 市内警戒箇所  
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リスク 

シナリオ 

事業名 実施 

主体 

期間 総事業費 

（千円） 

箇所 数量 

1-2 がけ地近接等危険住宅移転

事業 

市 2024～2027 3,900   

1-2 急傾斜地等崩壊対策費 市 未定 190   

1-3 地域福祉推進事業 市 2021～ 1,500   

1-3 津波一時避難場所整備事業 市 2023～2026 1,942,905 大楽毛地区、音別地区 2 か所 

1-3 大楽毛津波避難複合施設整

備事業 

市 2023～2026 1,631,607 大楽毛地区  

1-3 西消防署大楽毛支署第 12 分

団庁舎建設事業【再掲】 

市 2025～2027 2,115,218 大楽毛地区  

1-3 市道整備事業【再掲】 市 2025 108,000 新川北 1 線 1 ほか  

1-3 市道整備事業【再掲】 市 2023～2026 175,000 市内管理橋梁  

1-3 市道整備事業【再掲】 市 2017～2031 1,421,579 新釧路川左岸通 2  

1-4 管渠の整備 市 2025～2027 610,000 鶴野地区 他  

1-4 低地帯浸水対策事業 市 2014～2025 2,096,264 星が浦川 他  

1-4 河川機能保全対策事業 市 2025 22,605 市管理河川  

1-5 冬期路面対策事業 市 2025 88,463 釧路・音別地区  

1-5 冬期路面対策事業 市 2026～2027 102,600 釧路・阿寒地区  

1-5 冬期路面対策事業 市 2026 82,839 釧路・音別地区  

1-7 防災行政無線更新事業 市 2024～2028 449,031 市内全域  

1-7 高機能消防指令施設整備事

業 

市 2025～2026 14,777   

1-7 防災教育推進事業 市 2022～ 180 小、中学校  

1-7 防災行政無線更新事業 市 2024～2028 449,031   

1-7 観光情報発信提供事業 市 2022～ 40,841   

1-7 地域福祉推進事業【再掲】 市 2021～ 1,500   

1-7 市民防災活動 市民 2024～ 643   

1-7 防災センター管理運営費 市 2024～ 7,655   

2-1 避難所環境整備事業 市 2025 80,000   

2-2 警防活動 市 2025～ 5,920   

2-2 消防訓練活動 市 2025～ 11,929   

2-2 救急活動 市 2025～ 7,539   

2-2 団員活動 団員 2025～2027 5,049   

2-2 警防活動 市 2025～ 51,623   

2-2 消防車両購入 市 2025～ 645,563   

2-2 水利施設維持事業 市 2025～ 1,767   

2-2 水利施設維持事業 市 2025～ 7,755   
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リスク 

シナリオ 
事業名 

実施 

主体 
期間 

総事業費 

（千円） 
箇所 数量 

2-2 高機能消防指令施設整備事

業【再掲】 

市 
2025～2026 14,777   

2-2 救急活動 市 2025～ 45   

2-3 休日夜間救急センター運営

事業 

市 2022～ 238,403 夜間救急センター  

2-3 病院機能強化推進事業 市 2021～2025 13,032,204 釧路市立総合病院  

2-3 地域福祉推進事業 市 2021～ 300   

2-3 地域福祉推進事業【再掲】 市 2021～ 1,500   

2-3 予防接種事業 市 2022～ 755,070   

2-3 感染症対策事業 市 2022～ 243   

3-1 ｅｃｏライフ促進支援事業 市 2022～ 26,070   

3-1 産炭地振興事業 団体 2022～2027 199,191   

3-1 炭鉱技術研修支援事業 団体 2022～2027 7,644   

4-1 ｅｃｏライフ促進支援事業

【再掲】 

市 2022～ 26,070   

4-1 地球温暖化防止対策促進費 市 2024～ 718   

4-1 省エネ法施行事務費 市 2022～ 35   

4-1 産炭地振興事業【再掲】 団体 2022～2027 199,191   

4-1 炭鉱技術研修支援事業 

【再掲】 

団体 
2022～2027 7,644 

  

4-1 火災予防促進事業 市 2024～ 940   

4-2 漁業後継者就職支援事業 市 2024～ 133   

4-2 漁業後継者育成事業 民間 2024～ 300   

4-2 増養殖漁業推進事業 民間 2024～ 25,069   

4-2 ふ化事業 民間 2024～ 10,500   

4-2 沖合資源増大実験事業 民間 2024～ 2,400   

4-2 水産物供給基盤機能保全事

業 

道 2021～2026 2,240,647 桂恋漁港・千代ノ浦漁

港 

 

4-2 農山漁村地域整備交付金事

業 
道 2023～2026 910,000 千代ノ浦漁港  

4-2 コンブ漁場整備事業 市 2024～ 5,170   

4-2 雑海藻整備事業 民間 2024～ 9,000   

4-2 地場産品普及促進事業 民間 2022～2027 3,249   

4-2 地場産品普及促進事業 市 2022～2027 10,999   

4-2 漁業被害支援事業 団体 2025 500   

4-2 水産加工業活性化支援事業 市 2024～ 354   

4-2 くしろプライド鮮魚事業 団体 2024～ 500   
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4-2 
水産加工振興センター運営

費 
市 2024～ 5,017   

4-2 
水産加工リーディングビュ

ーロー形成促進事業 
団体 2024～ 3,000   

4-2 出荷促進費 市 2025 6,700   

4-3 第３回拡張事業 市 2022～2031 15,511,000 愛国西  

4-3 配水管整備事業 市 2022～2031 17,926,000 広里 他  

4-3 簡易水道整備事業 市 2022～2031 1,472,000 阿寒湖地区、 

音別地区 

 

4-3 下水道施設耐震化 市 2025～2027 530,000 処理場 他  

4-3 管渠の整備 市 2025～2027 2,456,000 古川処理区他  

4-3 処理場、ポンプ場の整備 市 2025～2027 6,715,000 処理場、ポンプ場  

4-3 合併処理浄化槽補助金 市 2022～ 7,230   

4-4 釧路駅周辺整備推進事業 市 未定 未定 釧路駅周辺  

4-4 市道整備事業【再掲】 市 2025 108,000 新川北 1 線 1 ほか  

4-4 市道整備事業【再掲】 市 2023～2026 175,000 市内管理橋梁  

4-4 市道整備事業【再掲】 市 2017～2031 1,421,579 新釧路川左岸通 2  

4-4 道路ストック点検事業 市 2025～2027 49,047   

4-4 
管渠の整備（汚水管の整備）

【再掲】 
市 2025～2027 523,000 古川処理区 他  

4-4 港湾施設整備事業 市 2022～2027 845,796 釧路港  

4-4 港湾施設改修事業 市 2022～2027 1,426,016 釧路港  

4-4 国直轄港湾工事負担金 国 2022～2027 28,911,000   

4-4 港湾計画推進事業 市 2022～2027 未定   

4-4 空港拡張整備促進事業 市 2022～ 37,638 釧路空港  

4-4 
ひがし北海道空港連携誘致

事業 
市 2022～ 4,500   

4-4 釧路空港国際化推進事業 市 2022～ 9,894   

5-1 企業誘致促進事業 市 2022～2027 7,031   

5-2 
国直轄港湾工事負担金【再

掲】 
国 2022～2027 28,911,000   

5-2 港湾計画推進事業【再掲】 市 2022～2027 未定   

6-1 国際湿地協力活動 団体 2021～ 12,290   

6-1 国際湿地協力活動 市 2021～ 1,151   

6-1 釧路湿原国立公園業務 団体 2021～ 16,640 釧路湿原  

6-1 農業用簡易水道事業 市 2023～2037 363,999 浄水場施設 他  

7-1 ごみ最終処分場整備事業 市 2021～2027 181,552 高山  

7-1 地籍調査事業 市 2021～ 26,156 市内 DID 地区  
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7-2 キャリア教育推進事業 市 2022～ 460   

 

※期間や総事業費等については集計時の内容となっています。 


